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１．事業報告
会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称　　　有限責任 あずさ監査法人

⑵　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
①　当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支　払　額
公認会計士法第2条第1項の業務に係る報酬等の額 221百万円
公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務に係る報酬等の額 ―

計 221
（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく

監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、報酬等の額
には、これらの合計額を記載しています。

②　当社及び当社の連結子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額 301百万円

⑶　当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人の監査を受けている子会社
　当社の重要な子会社のうち、マツダモーターオブアメリカ,Inc.、マツダカナダ,Inc.、マツダモトー
ルマヌファクトゥリングデメヒコS.A.de C.V.、マツダモーターヨーロッパGmbH、マツダモーター
ロジスティクスヨーロッパN.V.、マツダモータース（ドイツランド）GmbH、マツダモータースUK 
Ltd.、マツダモーターロシア,OOO、マツダオーストラリアPty.Ltd.、マツダ（中国）企業管理有限公
司、マツダセールス（タイランド）Co., Ltd.、マツダパワートレインマニュファクチャリング（タイ
ランド）Co., Ltd.は、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人の監査を受けています。

⑷　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定められている解任事由に該当する状
況にあり、かつ改善の見込みがないと思われる場合、監査役全員の同意により解任いたします。
　また、当社都合の場合のほか、監督官庁から監査業務停止処分を受ける等、当社の監査業務に重大
な支障をきたす事態が生じた場合には、その事実に基づき、会計監査人の解任又は不再任の検討を行
い、解任又は不再任が妥当と判断した場合は、監査役会決議に基づき「会計監査人の解任」又は「会
計監査人の不再任」を株主総会の付議議案といたします。

－ 1 －
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「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他株式会社の業務並びに当該株式会社及びその子会社から成る企業集団
の業務の適正を確保するために必要な体制の整備」に関する取締役会決議の
概要

⑴　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
株主総会議事録、取締役会議事録、経営会議議事録、稟議書、各種決定書その他の取締役の職務の
執行に係る情報については、法令、定款及び関連社内規程に従い、適切に保存及び管理を行い、監
査役から閲覧要請がある場合はその閲覧に供する。

⑵　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　リスクマネジメント基本ポリシー及び関連社内規程に従い、個別のビジネスリスクについては各

担当部門が、全社レベルのリスクについては各主管部門が適切に管理を行う。
②　経営上重大な事態や災害等の緊急事態が発生した場合は、社内規程に従い、必要に応じて緊急対

策本部を設置するなど適切な措置を講じる。
③　全社的なリスクマネジメントの推進を担当する役員と部門を定め、リスク・コンプライアンス委

員会における重点課題の設定、各部門におけるリスク管理状況の確認・評価などの活動により、
リスクマネジメントの一層の強化充実を図る。

⑶　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　経営計画のマネジメントについては、中長期の経営計画及び年度毎の事業計画に基づき、各業務

執行ラインにおいて目標達成のために活動する。
②　業務執行のマネジメントについては、取締役会規程に定める付議事項に該当する事項すべてを取

締役会に付議する。
③　日常の職務遂行については、職務権限規程、業務分掌規程及び関連社内規程に基づく執行役員間

の役割分担及び執行役員への権限委譲等により効率的に行う。

⑷　取締役ないし使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①　取締役会による監督機能の一層の強化及び経営の透明性の更なる向上を図るため、独立した立場

の社外取締役を置く。
②　マツダ企業倫理行動規範の下、コンプライアンスを全社的に総括する役員と部門を置き、各部門

長をコンプライアンス推進責任者とするコンプライアンス体制により、取締役その他の役員ない
し従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための取り組みを行う。
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「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要な体制の整備」に関す
る取締役会決議の概要
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③　コンプライアンスの推進業務は、リスク・コンプライアンス委員会で審議する全社推進方針に基
づき、コンプライアンスを全社的に総括する部門が主管する。

④　法令及びマツダ企業倫理行動規範に照らし、不適切な行為等があった場合、またはその疑いがあ
る場合の通報窓口としてマツダ・グローバル・ホットライン（以下、「ホットライン」という。）
を設ける。ホットラインは、匿名による通報を受け付けるとともに、通報窓口を第三者機関（弁
護士）にも設ける。

⑸　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①　子会社に対して、関連規程に従い、特定の事項、重要な業務上の課題等の解決について、当社へ

の事前の報告または当社の同意を得ることを求める。
②　子会社に対して、リスクマネジメント基本ポリシー及び関連社内規程に従い、リスクマネジメン

トに適切に取り組むように指導・支援を行う。
③　子会社に対して、当企業集団の中長期の経営計画及び年度毎の事業計画、その他当社の政策と方

針を展開するとともに、これらに沿った経営が行われるよう、指導・支援を行う。子会社に随時
発生する重要な経営上の諸問題を解決するための指導・支援を行う。

④　子会社に対して、マツダ企業倫理行動規範を展開するとともに、これに沿った経営が行われるよ
う、指導・支援を行う。監査役及び内部監査部門は、法令・定款の遵守状況やリスク管理状況に
ついて適宜、グループ会社監査を行う。

⑹　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
監査役の職務を補助する組織を設置し、取締役の指揮命令に服さない従業員（以下、「監査役スタ
ッフ」という。）を置く。

⑺　上記⑹の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に
関する事項

①　監査役スタッフの人事異動及び人事評価については、人事部門は常勤監査役と事前協議を行う。
②　監査役スタッフは、他部署の使用人を兼務せず、もっぱら監査役の指揮命令に従わなければなら

ない。

⑻　当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関
する体制並びに当該報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこと
を確保するための体制

①　取締役及び執行役員は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見したときは直ちに監査
役に報告する。
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「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要な体制の整備」に関す
る取締役会決議の概要
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②　取締役及び執行役員は、重大な訴訟・係争、会計方針の変更、重大な事故、当局から受けた行政
処分、その他監査役会が取締役及び執行役員と協議して定める事項については、会社に著しい損
害を及ぼす恐れのある事実に該当しない場合であっても、監査役に報告する。

③　取締役及び執行役員は、子会社の取締役、執行役員、監査役及び内部監査に携わる従業員に対し
て、当社または子会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実及びその他監査役会が取締役及び執
行役員と協議して定める事項についての報告を求め、これを監査役に報告する。

④　内部監査部門は、当企業集団における内部監査の結果等について定期的に監査役に報告する。
⑤　ホットラインにより、当社及び主要な子会社の従業員等からの通報を受け付けるとともに、通報

の状況等について定期的に監査役に報告する。
⑥　ホットラインへの通報者や調査に協力した者及び前各号により監査役に報告をした者に対する報

復や不利益取扱を行わないことを当企業集団の役員及び従業員等に周知徹底する。

⑼　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生
ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役会は、職務の執行上必要と認める費用について、あらかじめ予算を計上する。緊急又は臨時
に支出した費用については、事後会社に償還を請求することができる。

⑽　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　各監査役は監査役会が定めた年間計画に従って取締役の職務執行の監査を行う。
②　常勤監査役は、経営会議その他の重要会議に出席する。
③　監査役ないし監査役会、内部監査部門及び会計監査人の間で、定期的に会合を行うなどの密接な

連携をとる。
④　監査役は会合、業務執行状況についてのヒアリング等により、取締役、執行役員及び主要部門長

との意思疎通を図る。
⑤　当企業集団中の大会社の常勤監査役をメンバーとするグループ監査役連絡会を定期的に開催し、

情報交換を行うなどの連携をとる。

⑾　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
当企業集団は、反社会的勢力及び団体とは一切の関係を遮断するとともに、これらの活動を助長す
るような行為は一切行わない。また、反社会的勢力及び団体から不当な要求があった場合には、必
要に応じて外部機関（警察、弁護士等）と連携して組織的に取り組み、毅然とした対応をとる。

本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を四捨五入しています。また、株式数については、表
示単位未満の端数を切り捨てています。
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２．連結計算書類
連結株主資本等変動計算書 （平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）

株　　　主　　　資　　　本 その他の包括利益累計額
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

当 期 首 残 高 258,957 242,649 89,424 △2,204 588,826 1,152 △1,223
会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額 2,841 2,841

会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高 258,957 242,649 92,265 △2,204 591,667 1,152 △1,223
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △2,989 △2,989
当 期 純 利 益 158,808 158,808
自 己 株 式 の 取 得 △18 △18
自 己 株 式 の 処 分 1 0 1
土地再評価差額金の取崩 10 10
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 2,529 1,891

連結会計年度中の変動額合計 ― 1 155,829 △18 155,812 2,529 1,891
当 期 末 残 高 258,957 242,650 248,094 △2,222 747,479 3,681 668

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 少数株主
持　　分 純資産合計土地再評価

差　額　金
為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 135,541 △55,586 △7,988 71,896 16,115 676,837
会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額 △52 2,789

会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高 135,541 △55,586 △7,988 71,896 16,063 679,626
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △2,989
当 期 純 利 益 158,808
自 己 株 式 の 取 得 △18
自 己 株 式 の 処 分 1
土地再評価差額金の取崩 10
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 7,045 34,210 4,545 50,220 5,668 55,888

連結会計年度中の変動額合計 7,045 34,210 4,545 50,220 5,668 211,700
当 期 末 残 高 142,586 △21,376 △3,443 122,116 21,731 891,326
記載金額は百万円未満の端数を四捨五入しております。

－ 5 －
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連結注記表
継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⒈　連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の数　　　　　　　　59社
⑵　主要な連結子会社の名称　　　　マツダモーターオブアメリカ, Inc.、マツダカナダ, Inc.、マツダ

モトールマヌファクトゥリングデメヒコS.A. de C.V.、マツダモ
ーターヨーロッパGmbH、マツダモーターロジスティクスヨーロ
ッパN.V.、マツダモータース（ドイツランド）GmbH、マツダモ
ータースUK Ltd.、マツダモーターロシア, OOO、マツダオース
トラリアPty. Ltd.、マツダ（中国）企業管理有限公司、マツダセ
ールス（タイランド）Co., Ltd.、マツダパワートレインマニュフ
ァクチャリング（タイランド）Co., Ltd.、㈱関東マツダ、東海マ
ツダ販売㈱、㈱関西マツダ、㈱九州マツダ、㈱マツダオートザム、
マツダパーツ㈱、倉敷化工㈱、マツダロジスティクス㈱、マツダ
中販㈱、マツダモーターインターナショナル㈱　ほか

⑶　主要な非連結子会社の名称及
び連結の範囲から除いた理由

㈱マツダモビリティ関東等の連結の範囲に含めていない非連結子
会社は、総資産、売上高、当期純損益並びに利益剰余金等の観点
からみて、いずれもそれぞれ小規模であり、全体として連結計算
書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

⒉　持分法の適用に関する事項
⑴　持分法適用会社の数　　　　　　14社
⑵　主要な持分法適用会社の名称　　オートアライアンス（タイランド）Co., Ltd.、長安マツダ汽車有

限公司、長安フォードマツダエンジン有限公司、一汽マツダ汽車
販売有限公司、マツダソラーズマヌファクトゥリングルースLLC、
トーヨーエイテック㈱、SMMオートファイナンス㈱　ほか

⑶　持分法の適用の範囲の変更　　　当連結会計年度において株式を譲渡したため、オートアライアン
スインターナショナル,Inc.を持分法適用の範囲から除外しており
ます。

⑷　主要な非持分法適用会社の名
称及び持分法を適用していな
い理由

㈱広島東洋カープ等の持分法を適用していない非連結子会社及び
関連会社は、当期純損益及び利益剰余金等の観点からみて、いず
れもそれぞれ小規模であり、全体として連結計算書類に重要な影
響を及ぼしていないためであります。
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⒊　連結子会社の事業年度等に関
する事項

連結子会社のうち、決算日が連結決算日（3月31日）と異なる子
会社は、コンパニアコロンビアナアウトモトリスS.A.、ビーキュ
ラスマツダデベネズエラC.A.、マツダ（中国）企業管理有限公
司、マツダサウスイーストアジアLtd.、マツダモトールデメヒコ
S.de R.L.de C.V.、マツダセルヴィシオスデメヒコS.de R.L.de 
C.V.、マツダモトールマヌファクトゥリングデメヒコS.A. de 
C.V.、マツダモトールオペラシオネスデメヒコS.A. de C.V.、マ
ツダモーターロシア, OOO、マツダモトールドブラジルLtda.、
ロジスティクスアライアンス（タイランド）Co., Ltd.、倉敷化工
（大連）有限公司、マツダマレーシアSdn. Bhd.、マツダパワー
トレインマニュファクチャリング（タイランド）Co., Ltd.、及び
マツダデコロンビアS.A.S.の15社であり、決算日はいずれも12月
31日であります。
マツダ（中国）企業管理有限公司、マツダサウスイーストアジア
Ltd.、マツダモトールドブラジルLtda.、ロジスティクスアライア
ンス（タイランド）Co., Ltd.、倉敷化工（大連）有限公司、マツ
ダマレーシアSdn. Bhd.及びマツダパワートレインマニュファク
チャリング（タイランド）Co., Ltd.の7社については、連結計算
書類の作成にあたり、それぞれの決算日現在の貸借対照表、損益
計算書及び株主資本等変動計算書を使用し、連結決算日との間に
生じた重要な取引について、連結上必要な調整を行っておりま
す。
コンパニアコロンビアナアウトモトリスS.A.、ビーキュラスマツ
ダデベネズエラC.A.、マツダモトールデメヒコS.de R.L.de 
C.V.、マツダセルヴィシオスデメヒコS.de R.L.de C.V.、マツダ
モトールマヌファクトゥリングデメヒコS.A. de C.V.、マツダモ
トールオペラシオネスデメヒコS.A. de C.V.、マツダモーターロ
シア, OOO、及びマツダデコロンビアS.A.S.の8社については、
連結計算書類の作成にあたり、連結決算日現在で実施した仮決算
に基づく貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書を使
用しております。
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⒋　会計処理基準に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券　　　　　　　　　　その他有価証券
時価のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算
定）によっております。
時価のないもの
主として移動平均法に基づく原価基準によっております。

②デリバティブ取引　　　　　　主として時価法によっております。
③たな卸資産　　　　　　　　　通常の販売目的で保有するたな卸資産

主として総平均法に基づく原価基準（連結貸借対照表価額は収
益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によってお
ります。

⑵　重要な固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産
（リース資産を除く）

主として定額法によっております。
なお、主として、耐用年数については見積耐用年数とし、残存価
額については耐用年数到来時に備忘価額となるよう償却しており
ます。

②無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法によっております。
なお、耐用年数については、主として法人税法に規定する方法と
同一の基準によっております。ただし、自社利用のソフトウエア
については、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法
によっております。

③リース資産　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とした定額法を採用しております。
なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決め
があるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零として
おります。

⑶　重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上し

ております。一般債権については貸倒実績率法、貸倒懸念債権等
については財務内容評価法によっております。

②投資損失引当金　　　　　　　投資有価証券、出資金等の投資に対する損失に備えるため、投資
先の資産内容等を勘案して計上しております。
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③製品保証引当金　　　　　　　製品のアフターサービスの費用に備えるため、主として保証書の
約款に従い、過去の実績を基礎に将来の保証見込を加味して計上
しております。

④関係会社事業損失引当金　　　関係会社の事業に伴う損失に備えるため、当社が負担することと
なる損失見込額を計上しております。

⑤環境対策引当金　　　　　　　環境対策を目的とした支出に備えるため、当連結会計年度末にお
ける支出見込額を計上しております。

⑷　退職給付に係る会計処理の方法
①退職給付見込額の期間帰属

方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度
末までの期間に帰属させる方法については、主として給付算定式
基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去
勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（主として12年）による定額法により費用処理してお
ります。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として13年）による定額
法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処
理することとしております。

⑸　重要な外貨建の資産又は負債の
本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に
換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外子
会社等の資産及び負債は、在外子会社等の決算日の直物為替相場
により円貨に換算し、収益及び費用は、在外子会社等の会計期間
に基づく期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の
部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上して
おります。

⑹　重要なヘッジ会計の方法　　　　主として繰延ヘッジ処理によっております。
なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たす場合は
特例処理を行っております。

⑺　のれんの償却方法及び償却期間　のれんの償却については、投資ごとの効果を発現する期間を勘案
して、主として5年間で均等償却することとしております。

⑻　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
①消費税等の会計処理　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

なお、資産に係る控除対象外消費税等は、当連結会計年度の費用
として処理しております。

②連結納税制度の適用　　　　　連結納税制度を適用しております。
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会計方針の変更に関する注記
（会計方針の変更）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会
計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号
平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び
退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務
及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式
基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を、主として、割引率決定の基礎となる債券の期間に
ついて退職給付の見込支払日までの平均期間とする方法から退職給付の支払見込期間ごとに設定
された複数の割引率を使用する方法へ変更しております。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ
ており、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響
額を利益剰余金に加減しております。
　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る資産が221百万円増加、退職給付に係る負債
が2,861百万円減少し、利益剰余金が2,841百万円増加しております。また、当連結会計年度の営
業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ630百万円増加しております。
　なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。
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連結貸借対照表に関する注記
⒈　たな卸資産

商品及び製品 257,788百万円
仕掛品 111,071百万円
原材料及び貯蔵品 10,643百万円

⒉　有形固定資産の減価償却累計額 1,090,116百万円
⒊　担保に供している資産及び担保権によって担保されている債務
⑴　担保に供している資産（期末帳簿価額）

建物及び構築物 63,890百万円
機械装置及び運搬具 91,818百万円
工具、器具及び備品 11,828百万円
土地 245,463百万円
たな卸資産 61,797百万円
その他 63,498百万円

計 538,294百万円

⑵　担保権によって担保されている債務
短期借入金 33,973百万円
長期借入金(1年内返済予定の長期借入金を含む) 48,946百万円
社債(1年内償還予定の社債を含む) 450百万円

計 83,369百万円

⒋　保証債務等
金融機関等借入金等に対する保証債務及び保証予約等
オートアライアンス（タイランド）Co., Ltd. 7,209百万円
㈱神戸マツダ 1,100百万円
マツダロヒスティカデメヒコS.A. de C.V. 779百万円
㈱和歌山マツダ 250百万円
その他 253百万円

計 9,591百万円
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⒌　当社は、「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年3月31日公布法律第19
号）に基づき、事業用土地の再評価を行っております。この評価差額のうち、当該評価差額に係る
税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土
地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日　　　　　　平成13年3月31日
同法律第3条第3項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第4号に定め
る地価税の課税価額の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表
した方法により算定した価額に、時点修正による補正等合理的な調整を行って算定しておりま
す。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用土
地の再評価後の帳簿価額の合計額の差額 98,720百万円
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
⒈　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 599,875,479株
（注）当社は、平成26年8月1日付で普通株式について5株を1株の割合で株式併合を行っております。

⒉　剰余金の配当に関する事項
⑴　配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配　当　額 基 準 日 効 力 発 生 日

平成26年6月24日
定 時 株 主 総 会 普通株式 2,989百万円 1円 平成26年3月31日 平成26年6月25日

（注）平成26年8月1日付で普通株式について5株を1株の割合で株式併合を行っております。平成26年3月期の
1株当たり配当額につきましては、当該株式併合前の実際の配当額を記載しております。

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　平成27年6月23日開催予定の定時株主総会において、次のとおり付議いたします。

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配　当　額 基 準 日 効 力 発 生 日

平成27年6月23日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 5,978百万円 10円 平成27年3月31日 平成27年6月24日

⒊　当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の種類及び株式数
　該当事項はありません。

金融商品に関する注記
⒈　金融商品の状況に関する事項

　当企業集団は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入、社債
発行、ファイナンス・リース取引などにより資金を調達しております。
　受取手形及び売掛金、並びに貸付金に係る顧客の信用リスクは、内部管理規定に沿ってリスク低
減を図っております。有価証券は信用力の高い金融機関の譲渡性預金等であり、信用リスクは僅少
であります。また投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把
握を行っております。
　外貨建て営業債権に係る為替変動リスクは、原則として外貨建て営業債務をネットしたポジショ
ンについて先物為替予約等を利用してヘッジしております。借入金、社債発行、ファイナンス・リ
ース取引などにより調達した資金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）で
あり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息を固定化
しております。なお、デリバティブは内部管理規定に従い、実需の範囲で行うこととしております。
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⒉　金融商品の時価等に関する事項
　平成27年3月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
については、次のとおりであります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額 時価 差額

資産
⑴　　現金及び預金 377,923 377,923 ―
⑵　　受取手形及び売掛金（＊1） 215,060 215,060 ―
⑶　　有価証券

その他有価証券 151,364 151,364 ―
⑷　　投資有価証券

その他有価証券 12,760 12,760 ―
⑸　　長期貸付金（＊2） 3,938 3,938 ―
負債
⑴　　支払手形及び買掛金 379,358 379,358 ―
⑵　　未払金 41,019 41,019 ―
⑶　　短期借入金 116,677 116,677 ―
⑷　　社債 40,450 40,545 95
⑸　　長期借入金 538,910 553,820 14,910
⑹　　リース債務 4,982 5,009 27
デリバティブ取引（＊3） 1,283 1,283 ―

　(＊1)　売掛金に個別に計上している貸倒引当金（連結貸借対照表計上額 101百万円）を控除して表示してお
ります。

　(＊2)　長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金（連結貸借対照表計上額 2,452百万円）を控除して表示
しております。また連結貸借対照表では流動資産のその他に含まれている、1年以内に償還される長
期貸付金（連結貸借対照表計上額 354百万円）も含めて表示しております。

　(＊3)　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる
場合は（　）で示しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
⑴　現金及び預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま
す。
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⑵　受取手形及び売掛金
これらのうち、短期間で決済されるものの時価は帳簿価額に近似していることから当該帳簿価額によっ
ており、それ以外のものの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び
信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっております。

⑶　有価証券
有価証券は信用力の高い金融機関の譲渡性預金等であり、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と
近似していることから、当該帳簿価額によっております。

⑷　投資有価証券
投資有価証券については、株式は取引所の価格によっております。

⑸　長期貸付金
当企業集団の長期貸付金は変動金利建てであり、短期間で市場金利を反映すること、並びに貸付先の信
用状態が実行後大きく変化していないことから、当該帳簿価額によっております。また貸倒懸念債権に
ついては、担保及び保証による回収見込額等により、時価を算定しております。

負債
⑴　支払手形及び買掛金、⑵　未払金、並びに　⑶　短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお
ります。

⑷　社債
当企業集団の発行する社債の時価は、市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のないものは、
元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定
しております。

⑸　長期借入金、及び　⑹　リース債務
これらについては、元利金の合計額を、新規に同様の借入又はリース取引を行った場合に想定される利
率で割り引いた現在価値により時価を算定しております。変動金利による長期借入金のうち、金利スワ
ップの特例処理の対象とされているものは、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額
を、同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により時価を算定しております（下
記「デリバティブ取引」参照）。

デリバティブ取引
為替予約の時価は、期末の先物為替相場により算定しております。金利スワップについては、特例処理
を適用しており、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は当
該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記「負債⑸　長期借入金」参照）。

（注2）その他有価証券に含まれる非上場株式等（連結貸借対照表計上額 2,488百万円）、並びに関連会社株式等
（連結貸借対照表計上額 118,977百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もる
ことなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「資産⑶　有価証券」及び「資
産⑷　投資有価証券」には含めておりません。
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１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,454円61銭
１株当たり当期純利益 265円64銭

（注1）当社は、平成26年8月1日付で普通株式について5株を1株の割合で株式併合を行っております。1株当たり
情報の各金額は、当連結会計年度の期首に株式併合が行われたと仮定して算定しております。

（注2）「会計方針の変更に関する注記」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37
項に定める経過的な取扱いに従っております。この結果、当連結会計年度の1株当たり純資産額が、4円75
銭増加し、1株当たり当期純利益は、1円05銭増加しております。

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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３．計算書類
株主資本等変動計算書 （平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）

株　　　主　　　資　　　本

資 本 金
資本剰余金 利益剰余金

自 己 株 式 株主資本
合　　計資本準備金 その他資本剰余金 その他利益剰余金

繰越利益剰余金
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

当 期 首 残 高 258,957 168,847 73,802 43,898 △2,199 543,305
会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額 1,613 1,613

会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高 258,957 168,847 73,802 45,511 △2,199 544,918
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △2,989 △2,989
当 期 純 利 益 106,168 106,168
自 己 株 式 の 取 得 △18 △18
自 己 株 式 の 処 分 1 0 1
土地再評価差額金の取崩 10 10
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 ― ― 1 103,189 △18 103,172
当 期 末 残 高 258,957 168,847 73,803 148,700 △2,217 648,090

評　価　・　換　算　差　額　等
純資産合計その他有価証

券評価差額金
繰延ヘッジ
損　　　益

土地再評価
差　額　金

評価・換算
差額等合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 647 △1,228 135,541 134,960 678,265
会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額 1,613

会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高 647 △1,228 135,541 134,960 679,878
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △2,989
当 期 純 利 益 106,168
自 己 株 式 の 取 得 △18
自 己 株 式 の 処 分 1
土地再評価差額金の取崩 10
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額) 845 1,909 7,045 9,799 9,799

事業年度中の変動額合計 845 1,909 7,045 9,799 112,971
当 期 末 残 高 1,492 681 142,586 144,759 792,849
記載金額は百万円未満の端数を四捨五入しております。
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個別注記表
継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。

重要な会計方針に係る事項に関する注記
⒈　資産の評価基準及び評価方法

①有価証券　　　　　　　子会社株式及び関連会社株式
移動平均法に基づく原価基準によっております。

その他有価証券
時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によってお
ります。

時価のないもの
移動平均法に基づく原価基準によっております。

②デリバティブ取引　　　主として時価法によっております。
③たな卸資産　　　　　　総平均法に基づく原価基準（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）によっております。

⒉　固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産

（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、主として、耐用年数については見積耐用年数とし、残存価額に
ついては耐用年数到来時に備忘価額となるよう償却しております。

②無形固定資産
（リース資産を除く）

ソフトウエアは、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法
によっております。

③リース資産　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とした定額法を採用しております。
なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがある
ものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

⒊　引当金の計上基準
①貸倒引当金　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上してお

ります。一般債権については貸倒実績率法、貸倒懸念債権等について
は財務内容評価法によっております。
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②投資損失引当金　　　　投資有価証券、関係会社株式等の投資に対する損失に備えるため、投
資先の資産内容等を勘案して計上しております。

③製品保証引当金　　　　製品のアフターサービスの費用に備えるため、保証書の約款に従い､ 
過去の実績を基礎に将来の保証見込を加味して計上しております。

④退職給付引当金　　　　従業員及び執行役員の退職給付に備えるためのものであります。
従業員部分については、当事業年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき計上しております。

退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末ま
での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって
おります。

数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（12年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（13年）による定額法により按分
した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

執行役員部分については、内規に基づく期末要支給額を計上しており
ます。

⑤関係会社事業損失引当金 関係会社の事業に伴う損失に備えるため、関係会社の財務内容等を勘
案して計上しております。

⑥環境対策引当金　　　　環境対策を目的とした支出に備えるため、当事業年度末における支出
見込額を計上しております。

⒋　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①ヘッジ会計の処理方法　繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップについては､ 

特例処理の要件を満たす場合は特例処理を行っております。
②退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計

処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異な
っております。

③消費税等の処理方法　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
なお、資産に係る控除対象外消費税等は、当事業年度の費用として処
理しております。

④連結納税制度の適用　　連結納税制度を適用しております。
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会計方針の変更に関する注記
（会計方針の変更）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年5月17日。以下「退職給付会
計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25
号　平成27年3月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、当事業年度より適用し、退職
給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から
給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を、割引率決定の基礎となる債券の期間
について退職給付の見込支払日までの平均期間とする方法から退職給付の支払見込期間ごとに設
定された複数の割引率を使用する方法へ変更しております。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従
っており、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響
額を繰越利益剰余金に加減しております。
　この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が1,613百万円減少し、繰越利益剰余金が1,613
百万円増加しております。また、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれ
ぞれ606百万円増加しております。
　なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。
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貸借対照表に関する注記
⒈　有形固定資産の減価償却累計額 935,458百万円
⒉　関係会社に対する短期金銭債権 294,862百万円
⒊　関係会社に対する長期金銭債権 24,289百万円
⒋　関係会社に対する短期金銭債務 112,687百万円
⒌　関係会社に対する長期金銭債務 2,363百万円
⒍　担保に供している資産及び担保権によって担保されている債務

①担保に供している資産（期末帳簿価額）
建物 37,893百万円
構築物 5,024百万円
機械及び装置 90,092百万円
工具、器具及び備品 11,665百万円
土地 163,127百万円
その他 1,866百万円

計 309,667百万円

②担保権によって担保されている債務
長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む）

31,408百万円

⒎　元利金の支払請求権の効力が他の債権よりも後順位である旨の特約が付された劣後特約付貸付金
1,467百万円

⒏　保証債務等
金融機関等借入金等に対する保証債務及び保証予約等

マツダモトールマヌファクトゥリングデメヒコS.A.de C.V. 67,284百万円
マツダモーターロジスティクスヨーロッパ N.V. 44,606百万円
マツダモーターオブアメリカ, Inc. 14,235百万円
オートアライアンス（タイランド）Co., Ltd. 7,209百万円
㈱関東マツダ 4,550百万円
㈱東北マツダ 3,906百万円
東海マツダ販売㈱ 3,800百万円
その他 15,995百万円

計 161,585百万円
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⒐　「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年3月31日公布法律第19号）に基
づき、事業用土地の再評価を行っております。この評価差額のうち当該評価差額に係る税金相当額
を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差
額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日　　　　　　平成13年3月31日
同法律第3条第3項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第4号に定め
る地価税の課税価額の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表
した方法により算定した価額に、時点修正による補正等合理的な調整を行って算定しておりま
す。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用
土地の再評価後の帳簿価額の合計額の差額

98,720百万円

損益計算書に関する注記
⒈　関係会社との取引高

売上高 1,928,352百万円
仕入高 482,743百万円
販売費及び一般管理費 56,698百万円
営業取引以外の取引 5,955百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 2,048,585株
（注）当社は、平成26年8月1日付で普通株式について5株を1株の割合で株式併合を行っております。
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 867百万円
未払賞与 6,052百万円
製品保証引当金 15,009百万円
関係会社事業損失引当金 14,728百万円
退職給付引当金 13,040百万円
減損損失 3,651百万円
投資有価証券等評価損 49,072百万円
未払費用等 12,647百万円
その他 16,315百万円

繰延税金資産小計 131,381百万円
評価性引当額 △87,447百万円

繰延税金資産合計 43,934百万円
繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用等 △2,109百万円
繰延税金資産の純額 41,825百万円

再評価に係る繰延税金負債
土地の再評価に係る繰延税金資産 577百万円
評価性引当額 △577百万円
土地の再評価に係る繰延税金負債 △68,134百万円

土地の再評価に係る繰延税金負債の純額 △68,134百万円

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第9号）及び「地方税法等の一部を改正する法
律」（平成27年法律第2号）が平成27年3月31日に公布され、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金
負債の計算に使用した法定実効税率は、前事業年度の35.4％から、回収又は支払が見込まれる期間が平
成27年4月1日から平成28年3月31日までのものは32.8％、平成28年4月1日以降のものについては
32.1％にそれぞれ変更されております。
　この変更により、当事業年度において、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）
は3,352百万円減少し、法人税等調整額が3,451百万円、繰延ヘッジ損益が26百万円、その他有価証券
評価差額金が73百万円それぞれ増加しております。また、再評価に係る繰延税金負債の金額が7,055百
万円減少し、土地再評価差額金の金額が同額増加しております。
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関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等 （単位：百万円）

属　性 会社等の名称 議決権等の所有
(被 所 有)割 合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

(注3) 科　目 期末残高
(注4)

子会社
マ ツ ダ モ ー タ ー
インターナショナル
株 式 会 社

所有
直接100％

当社製品の販売
役員の派遣

自動車の販売
(注1) 354,628 売掛金 29,338

子会社 マ ツ ダ モ ー タ ー
オ ブ ア メ リ カ , I n c .

所有
直接100％

当社製品の販売
役員の派遣

自動車の販売
(注1) 619,112 売掛金 74,327

資金一括管理
による預入又
は貸付(注2)

40,881 貸付金 37,475

子会社
マ ツ ダ モ ー タ ー
ロ ジ ス テ ィ ク ス
ヨ ー ロ ッ パ N . V .

所有
直接100％

当社製品の販売
役員の派遣 借入債務の保証 44,606 保証債務 44,606

子会社 マツダモトールマヌファクトゥリング
デ メ ヒ コ S . A . d e  C . V .

所有
直接70％

当社製品の製造
販売
役員の派遣

借入債務の保証 67,284 保証債務 67,284

自動車の購入
(注1） 233,446 買掛金 32,963

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）価格その他の取引条件の決定方針については、通常の取引と同様の方法により決定しておりま

す。
（注2）資金一括管理による預入又は貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定してお

ります。なお、取引金額は期中平均残高を記載しております。
（注3）取引金額には消費税等を含めておりません。
（注4）期末残高には消費税等を含めております。
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１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,326円22銭
１株当たり当期純利益 177円59銭

（注1）当社は、平成26年8月1日付で普通株式について5株を1株の割合で株式併合を行っております。1株当たり
情報の各金額は、当事業年度の期首に株式併合が行われたと仮定して算定しております。

（注2）「会計方針の変更に関する注記」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37
項に定める経過的な取扱いに従っております。この結果、当事業年度の1株当たり純資産額が、2円70銭増
加し、1株当たり当期純利益は、1円01銭増加しております。

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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